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はじめに

国土交通省では，公共工事の入札契約手続きの

透明性・客観性・妥当性の向上を図るため，平成

３年度より新土木工事積算大系の整備に着手し，

工事工種の体系化や新土木工事積算システムの運

用等，積算改善が進められている。しかし，現在

の公共工事の積算方式は，目的物を建設するため

の標準的な施工形態を想定し，必要な機械・労務・

材料費を詳細に積み上げる方式が中心のため，精

緻な反面，細分化・複雑化し，分かりにくく，ま

た工事価格の算定および積算体系の維持に膨大な

労力を要している。このような状況から，構造物

単位の歩掛化や市場取引価格を積算に用いる市場

単価化の工種拡大等が進められているが，今後は

積算価格の説明性向上，積算労力の低減，多様な

入札契約方式への対応等を目的として，さらなる

積算方式の抜本的合理化が望まれている。また，

平成１５年３月３１日に策定された，国土交通省公共

事業コスト構造改革プログラムにおいては，「積

み上げ方式」から歩掛を用いない「施工単価方

式」への積算体系の転換に向けて，「ユニットプ

ライス型積算方式」の検討，試行が施策の一つと

して位置付けられている。

欧米諸国においては，このユニットプライス型

積算方式が一般的であり，国土交通省国土技術政

策総合研究所等では，日本へ導入する際の参考と

することを目的として，平成１３年度に，米国カリ

フォルニア州交通局において現地実態調査を実施

し，その積算状況等を明らかにしている（２００２年

１０月号参照）。さらに，今回は，欧州３カ国（イ

ギリス・フランス・ドイツ）の積算手法等につい

て，現地ヒアリング等による実態調査を行い，そ

の結果をとりまとめたので報告する。

調査対象の国・機関

現地調査は，平成１４年１１月１０日から１１月２１日の

日程で，表―１に示す３カ国７機関等を対象に調

査を行った。

積算の目的

日本では，積算は工事発注前に予定価格を作成

することが主な目的である。しかし，各調査国で

は基本的に，日本のような契約金額の上限を事前

に明確に定める契約方式ではないことから，各プ

ロジェクトの計画から工事入札までの各段階にお

ける予算管理，および入札価格の評価を主な目的

として行われている。ただし，フランス国内で

は，契約金額の上限を設定する契約方式も一部で
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行われ，今回の調査機関の一つであるセーヌ・サ

ン・ドニ県議会水道局では，この方式のみで入札

を実施し，積算金額を契約金額の上限としている

（表―２）。

積算方法

積算業務は，フランス，ドイツでは各内部職員

が行い，イギリスではコンサルタントに委託して

いる。

積算方法は，詳細については各国で違いがある

ものの，いずれも，過去の契約実績価格等をデー

タとして蓄積し，そのデータを活用して積算を行

っている。各調査国の工事契約は，その工事を構

成する各工種についての単価契約としており（た

だし，イギリスのデザインビルドは総価契約），

応札者は数量総括表（以下，Bill of Quantity=BQ

表）に記載された各工種に必要な単価を記入して

数量と掛け合わせることによって総額を算出し，

入札を行う。積算者は，その蓄積した応札単価を

基に，当該工事の工種ごとに各単価を算出してい

る。

イギリスは「道路工事用数量算出法」，ドイツ

では「公共工事施工要覧」等によって，工事工種

の体系化，用語の定義がされ，BQ表はこれらに

基づいて作成されるので，応札者はその定義に則

って各工種の価格を見積もる。このように工事工

種の体系化，用語の定義によって，積算者は過去

の応札単価が積算に用いやすく，また，応札者も

見積もりやすくなっている。一方，フランスで

は，このような共通的な用語定義等は整備されて

おらず，同じ用語でも個々の工事によって定義が

異なる場合があり，随時，積み上げ積算等を補完

的に実施していた。日本では，現行積算について

は既にこれらの整備が行われ，受発注者間の共通

認識が図られているが，ユニットプライス型積算

方式の導入に際しても，新たに構築されるユニッ

トの体系化と用語を明確に定義することが必要と

考えられる。

次に，同方式を日本に導入する際に，下記�～

�の項目についての具体的積算手法が課題として

考えられる。これらの項目について，各調査国は

以下のように実施している。

� 諸経費の計上

各工種単価は，それらを施工するのに必要な材

料費，機械経費，労務費だけでなく諸経費も含ん

だ施工単価（ユニットプライス）であり，日本の

ような，直接工事費，共通仮設費，現場管理費，

一般管理費等の区別をして積算および契約は行わ

れていない。

ただし，日本では共通仮設費として位置付けら

れている準備費，営繕費，役務費，安全費等のう

ち，工事全体にかかわる費用は，それぞれ項目立

てをして，積算，契約が行われている。また，そ

表―１ 調査対象国・機関等

国名 訪問先機関名

イギリス

道路庁
Highways Agency

ペルフリッシュマン社（コンサルタント）
Pell Frischmann Consultants

フランス

設備・住宅・運輸省エソンヌ県設備局
�Ministere de l’equipement, des Transports

du Logement, du Tourisme et de la Mer,
DDE９１

セーヌ・サン・ドニ県議会水道局
� �Conseil general de Seine-Saint-Denis, DEA

９３

ドイツ

ニーダ・ザクセン・ウェストファーレン州道
路局

‥Bundesministerium fur Verkehr , Bau-und
Wohnungswesen

バイエルン州道路局
‥Baubehorde im Bayerrischen Staatsminis-

terium des Innern

高速道路公団
‥Deutsche Einheit Gesellschaft fur Fernstra

βenbau

表―２ 各国の積算の目的

日 本
イギリス
ドイツ

フランス

DDE９１ DEA９３

予定価格作成
（契約金額の
上限設定）

予算管理
入札価格の評
価

予算管理
入札価格の評
価

契約金額の上
限設定
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れらの各項目は，日本と比べてさらに詳細な工種

に分けられていて，表―３に示すように，イギリ

スの道路庁における，ある道路工事のBQ表の記

載例では，準備工事の工種として，日本における

営繕費の費目が，かなり詳細に分類し積算されて

いることが分かる。これは，日本ではまとめて扱

われている諸経費項目に関しても，工事に必要な

作業は契約項目とすることと，工事代金の支払が

主として出来高に応じて支払う方式としているこ

となどが，前提としてあるように思われる。日本

でのユニットプライス型積算方式を考えた場合，

諸経費については，今後の工事代金支払方式や，

積算の簡素化を考慮して，その項目立てや積算方

法を検討する必要があると考えられる。

	 実績単価からの積算単価の決定

イギリス，フランスでは，過去の実績単価を基

に積算に用いる単価を決定する方法は特に規定さ

れておらず，各積算担当者（イギリスではコンサ

ルタント）の判断により決められている。

一方，ドイツ調査３機関では，統一された手法

が用いられている。図―１はその積算イメージを

示したものだが，単価データベースには，工事ご

との入札総価下位５社の各「入札単価」とそれら

の「５社平均単価」が蓄積されている。積算に

は，その蓄積したデータから，当該積算工事と類

似した規模，構造の工事の「５社平均単価」の

「平均値」を採用している。


 積算時の実績単価の補正

単価データベースとして蓄積されている過去の

工事は，積算を行う工事とは施工条件（場所，時

期，規模等）が当然異なるため，積算に各実績単

価を用いる際は，必要に応じて当該施工条件での

価格に変換（補正）する必要がある。表―４はイ

ギリス道路庁における単価補正項目とその区分等

を示したものだが，産業貿易省の価格分析を基に

作成した各補正係数をそのまま，あるいは加工し

て，道路庁独自の補正係数を設定し実績単価を補

正している。ここでは，補正項目として，過去の

入札価格の平均を物価指標とした「全工事入札価

表―３ イギリス道路庁の BQ表の例

工事種類 工種 種別 数量 単位

準備工事 仮設物 監督員事務所設置 １ 式
監督員事務所維持 １ 式
監督員事務所撤去 １ 式
洗面所設置 １ 式
洗面所維持 １ 式
洗面所撤去 １ 式
請負者事務所・食堂設置 １ 式
請負者事務所・食堂維持 １ 式
請負者事務所・食堂撤去 １ 式
請負者倉庫・加工場設置 １ 式
請負者倉庫・加工場維持 １ 式
請負者倉庫・加工場撤去 １ 式

監督員通信
施設

監督員通信施設 １ 式

工事用迂回
路

迂回路設置 １ 式

迂回路維持 １ 式
迂回路撤去 １ 式

工事写真 工事カラー写真セット ２１ 組

表―４ イギリス道路庁の補正項目とその区分
等

補正項目 区分等 更新頻度

全工事入札価
格指数（物価
指標）

£０．２５M以上の全工事 四半期

施工地域 イングランド（中部・東部・
南西部・南東部），ウェー
ルズ，スコットランド，北
部，ロンドン

四半期

工事種類 新設・拡幅・維持 四半期

全体工事規模
（価格帯）

£１M，２M，４M，７M，
１２M，２０M，３０M，５０M

四半期

工事名 工種
数量
（m２）

入札単価（ ／m２）
（入札総価下位５社）

�～�の
５社平均単価
（ ／m２）

� � � � �

A工事 舗装工 １，９００ ３０ ３１ ３３ ３３ ３７ ３２．８
B工事 舗装工 １，５００ ２９ ２８ ３１ ３２ ３５ ３１．０
C工事 舗装工 １，３００ ３４ ３３ ３２ ３９ ４１ ３５．８

平均値
３３．２舗装工：１，６００m２の積算

図―１ ドイツ調査３機関における積算のイメージ
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格指数」「施工地域」「工事種類（新設・拡幅・維

持等）」「全体工事規模」を設定している。

日本に導入する際も，現行積算での補正項目等

を参考に，実績単価の補正項目と補正方法，さら

には，実績単価を蓄積する際の分類方法を検討す

る必要がある。

� 実績単価による積算が困難な場合の積算

過去に実績がない工種や実績が少ない工種を積

算する場合は，実績単価を基に積算を行うことは

困難であり，いずれの調査国も，見積や積み上げ

積算を併用している。しかし，日本のように統一

的な標準歩掛を整備している機関はなく，発注者

あるいは積算者のノウハウにより，積算を行って

いる。

また，積み上げに必要な，機械経費・労務費・

資材費の価格情報は，イギリスでは価格情報誌と

して民間から出版されている図書等が多数あり，

各コンサルタントにもさまざまな価格データや積

み上げのノウハウが蓄積されている。また，フラ

ンスでは，労務費は発注者が独自でデータベース

化し，機械経費は公共工事連盟から出版されてい

る図書により，それぞれ把握することができ，材

料費については見積をとることにより把握してい

る。一方，ドイツでは積み上げは行わず，このよ

うな場合，バイエルン州では他の州から価格情報

を得るか，コンサルタントあるいは施工業者に当

該ユニットの見積をとっている。

このように，すべての工種を実績単価により積

算することは困難であり，日本に導入する際も，

積算の合理化という点にも十分留意しつつ，見積

による積算や，現行の標準歩掛等の整備をある程

度は維持するなど，実績単価によらない積算方法

を検討しておく必要がある。

� 設計変更

施工数量が大幅に変更となる場合や，契約上明

記された施工条件等に変更がある場合は，契約単

価を受発注者間の協議により変更することがあ

る。また，契約後の物価変動については，双方の

リスクとはせず，単価を変更することがある（ス

ライド変更）。スライドにおける単価変更方法

は，他行政機関が発表している物価指数や工事種

類ごとの価格指数等を基に変更している。

日本では，現行は，精緻な積算基準により条件

変更による変更単価を把握しやすいが，ユニット

プライス型積算方式では，積算条件が大括り化さ

れるため，各ユニットの用語定義と，契約上のユ

ニットプライス変更条件項目を検討し明確にする

必要がある。

おわりに

各調査国とも，「工事価格は市場によって決め

られるもの」と共通して認識されており，積算の

際は，「現在の市場における相場がいったいどれ

くらいなのか」を意識して，その市場価格を積算

に反映させることが重要だと考えている。そし

て，このユニットプライス型積算方式は，この要

件を満たし，また多大な労力を必要としない合理

的な積算方式として認知されているようである。

日本のような詳細な積み上げ積算は，ドイツで

は，「非常に手間がかかるため行わない」とのこ

とであった。

日本では，発注者が契約金額の上限とする予定

価格を定め，その予定価格を適正に定めるために

積算をしなければならないことから，積算根拠に

対して高い説明性が求められる。また，市場取引

価格を積算に採り入れるためには，その市場取引

が適正かどうかを判断する必要がある。

このように，欧米諸国の手法をそのまま採り入

れるのではなく，日本の法制度や社会的条件等を

十分勘案したうえで，日本に適したユニットプラ

イス型積算方式を確立することが必要である。
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１ ２はじめに

総合評価落札方式とは，今まで公共工事の入札・

契約において一般的に行われてきた，「一定の仕

様にしたがった価格競争」によって落札者を決定

する方式とは異なり，「価格と民間企業の技術提

案に基づく性能，機能等の技術面での向上の総合

的な評価」によって落札者を決定する方式です。

このため，公共工事の発注者が，民間企業の持

つ優れた技術提案を募ることで，構造物の特性や

周辺状況を考慮した，より優れた品質，安全性の

向上や環境への影響低減などをはかることができ

る入札・契約方式として期待されています。

国土交通省では，平成１１年度から本方式の試行

を始めました。平成１４年度には工事発注予定額の

２割を目標として総合評価落札方式の適用拡大を

はかり，４５０件の工事において適用しています。

国土技術政策総合研究所（以下「国総研」とい

う）では本方式の事例の分析を通じて円滑な試行

実施に向けた支援方策，今後の課題について検討

を進めており，今回は，１４年度の試行結果の概要

についてご紹介します。

技術提案評価方法の概要

総合評価落札方式は，工事の発注にあたり，入

札する企業等から標準的な仕様・性能等と異なる

技術的な改良，改善提案を認める入札時VE方式

の一類型です。一般的な入札時VE方式が価格競

争によって落札者を決定するのに対して，総合評

価落札方式では，発注者があらかじめ定めた評価

項目に対する企業からの技術提案の内容を評価し

価格とともに総合的に評価して落札者を決定しま

す。つまり，技術提案の内容の良否が落札者の選

定にあたって評価される点が本方式の大きな特徴

です。

提案内容の評価は，設定した評価項目に対する

技術提案の内容を評価した「価格以外の性能等に

関する得点」と「工事価格＋工事価格以外のコス

ト（補償費等やライフサイクルコストの当該費

用）」すなわち「性能等に対する得点」と「コス

ト」の２面から評価し，この「コストと性能等の

比」＝「評価値」が最も優れた者を落札者とする

方式です。

平成１４年度は，「価格以外の性能等に関する得

点」の算定にあたって，総合評価管理費を計上し

ない必須以外評価項目のみを評価する場合に限

り，�標準的な技術評価割合を１０％（標準案の内

平成１４年度の総合評価落札方式の
試行結果概要について

国土交通省国土技術政策総合研究所
総合技術政策研究センター建設マネジメント技術研究室

おおつき えい じ

主任研究官 大槻 英治

建設マネジメント技術 2003年 11月号 ２１



３

表―１ 事業別総合評価落札方式実施事例数

事業
全事
業

河川 海岸 砂防 道路 ダム 営繕

H１４
年度
件数

４５０ ７７ ３ ２０ ２９９ ２９ ２２

［事業別
件数
／総数］

１００％ １７％ １％ ５％ ６６％ ６％ ５％

（H１３
年度
件数）

（３５）（６） ― ― （２９） ― ―

容に対する評価点＝１００点に対して，提案内容に

応じた加算点の満点＝１０点）と設定する，�評価

方式については評価項目を数値化できる定量的な

項目には「数値方式」を，数値化が困難である定

性的な項目に関しては，優・良・可で評価する

「判定方式」，入札参加者を順位付けする「順位方

式」で評価を行う，という運用試行案が実施され

ました（『工事に関する入札に係る総合評価落札

方式の性能等の評価方法について』（国地契第１２

号，国官技第５８号，国営計第３３号，平成１４年６月

１３日）。

この通達に基づいて標準１０点の加算点を設定す

る方法（以下，「標準加算点方式」という）を適

用することによって，評価割合の設定が難しいこ

とから評価項目とすることが困難であった住民の

方々や地域社会等からの要望をはじめとする社会

的な要請に関する分野など，幅広い分野について

も技術提案を求めることが可能になるものと期待

されました。

平成１４年度の実施事例の概要

� 適用事業

本方式は平成１１年度に２件，１２年度に６件，１３

年度に３５件で合計４３件が実施されてきましたが，

平成１４年度はこれまでの１０倍を超える４５０件の工

事に適用されています。事業別に見ると道路事業

が全体の７割弱（２９９件／４５０件，６６％）を占めて

いるほか，海岸，砂防，ダム，営繕といった幅広

い事業で本方式が適用されました。

� 評価方法の特徴

評価方法の特徴としては，まず，技術評価割合

の設定にあたって標準加算点方式を適用した事例

が全体の８割強（３８１件／４５０件，８５％）であった

ことがあげられます。このことから，総合評価落

札方式の適用拡大にあたって，標準加算点方式が

大きく寄与してしたことが分かります。

次に，評価項目の種類ですが，平成１３年度の１１

種類から２６種類へと約２．４倍に増えています。

表―２ 設定した評価項目の種類

平成１３年度 平成１４年度

維持管理
騒音低減（性能）

騒音
振動
水質汚濁
生活環境
生態系
規制車線数
規制時間

安全対策の良否
省資源対策

維持管理
騒音低減（性能）

騒音
振動
水質汚濁
生活環境
生態系
規制車線数
規制時間

安全対策の良否
省資源対策

初期性能の持続性
強度
耐久性
安定性
供用性
透水性
粉塵
地盤沈下
土壌汚染
景観
大気汚染
ネットワーク
被災リスク

リサイクルの良否
効率

１１種（３５件） ２６種（４５０件）

表―３ 事例ごとの評価項目の設定数

複数項目を設定した事例

○１３年度 ６％（ ２件／３５件）
○１４年度 ３１％（１３８件／４５０件）

１４年度の評価項目設定数

１項目…３１２件
２項目…７３件，３項目…３２件，４項目…２５件
５項目…５件，７項目…１件，９項目…１件
１０項目…１件

２２ 建設マネジメント技術 2003年 11月号



また，１件当たりの評価項目の数ですが，複数

の評価項目を設定した事例は，平成１３年度の６％

（２件／３５件）から，３１％（１３８件／４５０件）へと約

６倍に増えています。さらに，３以上の評価項目

を設定した事例も１４％（６５件）ありました。

これらのことから，標準加算点方式の適用は，

民間の企業等の方々による一層優れた工事内容の

実施に関わる技術提案を評価する機会を増やすこ

とに効果があったとともに，工事内容や工事個所

や周辺の特性，住民や公共施設ユーザーの方々の

要望等に幅広く応えるための技術提案を募集する

機会を増やすことにも有効であったと考えられま

す。

� 落札結果の特徴

落札結果の特徴としては最も優れた提案をした

応札者１）が落札した割合が不落を除いた事例の８

割弱（３１４件／４０２件，７８．１％）を占めており，そ

の比率は１３年度より約２５％と増加している点があ

げられます（注１）：表―４の太字「最優秀技術提案

者」）。

また，技術提案の評価の結果，最低価格以外の

応札者２）が落札した割合については，不落を除い

た事例の１割弱（３６件，９．０％）となり，平成１３

年度（１０．７％）より約２％少なくなりました。そ

の他，平成１３年度は標準案で応札した者が落札し

た事例はありませんでしたが，１４年度は２１件（５．２

％）ありました（注２）：表―４の下線「最低価格以外

の落札者」）。

なお，不落の事例は全体の１割強（４８件／４５０

件）であり，平成１３年度と比較して約半分に減少

しています。

以上をとりまとめると，平成１４年度の本方式の

適用の大幅な拡大により，最優秀技術提案者の落

札した割合の増加，不落の減少等が見られること

から，平成１３年度からみて，より一層，

・民間企業からの技術提案の促進

・優れた技術提案の導入促進

が図られたものと考えられます。

一方で，標準案での応札や最低価格以外の応札

者が落札した割合からみると，技術提案を求める

分野，すなわち評価項目の設定や，その重みとな

る評価割合の設定についてさらに検討をすすめ，

より良い技術提案での応札を促す条件の設定を図

ることが重要であると考えられます。

� 支援方策の効果

平成１４年度は，総合評価落札方式の適用拡大に

対して，

・適切な評価方法の選択

・性能等の向上に関する加算点の設定

を合理的に行うことを目指した支援方策が展開さ

れました。

その一つが，前述の標準配点方式に関する通達

であり，さまざまな工事における多様で多面的な

技術提案を求めることに大きな効果があったこと

についてはすでに述べました。

そのほか，国総研としての支援方策も展開して

表―４ 落札者に関する技術と価格の提案

落札者 平成１３年度 平成１４年度

最優秀技術提案者 １５件 ５３．６％ ３１４件 ７８．１％
（うち最低価格以外で落札） （３件） （１０．７％） （３０件） （７．５％）
（うち最低価格で落札） （１２件） （４２．９％） （２８４件） （７０．６％）

最優秀技術提案者以外 １３件 ４６．４％ ８８件 ２１．９％
（うち最低価格以外で落札） （０件） （０．０％） （６件） （１．５％）
（うち最低価格・提案有で落札） （１３件） （４６．４％） （６１件） （１５．２％）
（うち最低価格・標準案で落札） （０件） （０．０％） （２１件） （５．２％）

小 計 ２８件 １００．０％ ４０２件 １００．０％

不 落 ７件 ― ４８件 ―

全発注件数 ３５件 ― ４５０件 ―
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います。その代表的なものの一つは，国総研にお

いて平成１３年度までの事例をもとに，とりまと

め，１４年７月に公表いたしました「公共工事にお

ける総合評価落札方式の手引き・事例集（第１集

案）」です。この手引きは，本方式を適用する際

の条件，留意点について，実施事例の紹介を含め

て解説し，評価項目の設定や性能等に対する加算

点の設定の考え方が簡単に参照できるようにした

ものであり，地方整備局，事務所等において初め

て本方式を適用した工事の発注に携わる者が，本

方式の基礎的な考え方を理解する際の参考とされ

てきました。二つ目は，公告等で技術提案の募集

条件が決定した事例について各地方整備局等から

のデータの提出を受け，データベースとして集約

し，月ごとに増加する事例とその分析結果等のフ

ィードバックを試みたことです。これは，工事の

種類や現場条件が類似した事例の検索や，評価方

法等の参照が簡単に行える環境を整備することに

より，発注担当者の事務量が軽減するとともに，

評価項目の多様化や複数の評価項目設定が進むこ

とを期待したものです。

このような方策の効果ですが，例えば複数評価

項目が設定された事例の割合が平成１４年度前半は

１５％から，後半には４１％と約２．７倍になるなど，

地方整備局や事務所等の発注機関の積極的な取り

組みを支援できたものと考えています。

今後の支援方策の展開について

今後，総合評価落札方式を活用して，より優れ

た公共工事の実施を進めていくためには，より積

極的な技術提案が行われるような条件に設定し，

高いレベルでの競争を促進することが重要です。

国総研としては，平成１４年度までの実績，およ

び，１５年度の新規事例に関する応札状況の分析を

進め，その分析結果を発注機関となる地方整備局

等にフィードバックを図っていくこととしていま

す。

具体的なフィードバックの実績として，「公共

工事における総合評価落札方式の手引き・事例

集」について，平成１４年度に試行された事例とそ

の分析から得られた知見を加え，公共工事の発注

に携わるより多くの方に利用いただけることを目

指して改訂し，「同（改訂第２集案）」として平成

１５年７月に公表いたしました。改訂にあたって

は，本方式を適用するにあたって必要となる条件

設定等を，実際の手続きに沿って説明するととも

に，実際の事例における事業別の評価項目の設定

状況，評価項目に対応した評価指標等の具体的な

内容を参考いただけるようにしたものです。第１

集案と同様に，幅広い方に利用していただけるよ

うに，当室ホームページに掲載しております

（URL http : //www.nilim.go.jp/lab/peg/index.

htm）。

そのほか，�高いレベルの競争が期待される工

事条件や評価項目の選定方法，�インセンティブ

の向上に繋がる合理的な評価割合の設定等につい

ても，引き続き検討を進める予定です。

おわりに

公共工事の実施にあたり顧客である国民・住民

の皆様に対して，より満足度の高い社会資本を提

供するための重要な手法として，総合評価落札方

式は期待されていると思います。その期待に応え

るためには，発注者としてより優れた内容の工事

を実施するための条件設定を工夫することがきわ

めて重要となりますが，より良い提案が集まり，

優れた提案の結果として選定された企業等の方々

により，提案内容が着実に履行されることも同様

に重要であり，また，不可欠な要素です。

発注者，受注者の立場から，本方式の試行拡大

にご努力をいただいている，地方公共団体，地方

整備局や工事事務所，企業等の皆様に深く感謝申

しあげるとともに，より優れた社会資本の提供に

向け，微力ながら皆様の支援ができるよう努めて

参りますので，引き続きご協力をいただけるよう

お願いいたします。
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